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1.  平成23年1月期第3四半期の連結業績（平成22年2月1日～平成22年10月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年1月期第3四半期 61,836 1.5 6,209 420.5 5,356 887.6 5,249 965.0
22年1月期第3四半期 60,949 ― 1,192 ― 542 ― 492 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年1月期第3四半期 194.97 194.85
22年1月期第3四半期 18.31 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年1月期第3四半期 75,078 31,783 42.3 1,180.12
22年1月期 60,627 27,360 45.1 1,016.23

（参考） 自己資本   23年1月期第3四半期  31,772百万円 22年1月期  27,360百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  有   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年1月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00
23年1月期 ― 15.00 ―
23年1月期 

（予想）
40.00 55.00

3.  平成23年1月期の連結業績予想（平成22年2月1日～平成23年1月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 91,540 13.3 8,790 189.7 7,650 257.8 6,800 101.5 252.57



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸
表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「2.その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年1月期3Q 26,937,356株 22年1月期  26,937,356株
② 期末自己株式数 23年1月期3Q  14,185株 22年1月期  14,109株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年1月期3Q 26,923,211株 22年1月期3Q 26,923,545株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、各国政府による経済対策や、好調なアジア諸国の経済環境に

支えられ、世界的な経済危機に底打ちの兆しが見られ、緩やかな回復基調で推移したものの、欧州諸国の財政不安

や、円高の進行、デフレの長期化等により、輸出や生産が弱含んでいることなどから、景気回復速度の鈍化の兆候

が現れ始めております。  

 当社グループが主体とする不動産業界においては、住宅ローン減税の拡充、住宅取得等資金の贈与に係る贈与税

の特例措置、低金利政策及び住宅エコポイント等の住宅取得促進政策や、住宅ローン融資の緩和を目的としたフラ

ット３５Ｓ制度の後押しと、各社における長期在庫の価格調整、適正価格での新規仕入と販売等により、顧客の不

動産・住宅に対する購買意欲が喚起され、全体の着工戸数や契約率の改善が見受けられることから、市場は回復基

調にあることが窺えます。 

 このような事業環境のなか当社グループは、主力事業である不動産分譲事業の更なる顧客獲得を図り、仕入・着

工・販売のバランス調整、コスト低減、早期販売等により、回転率及び収益率を重視した販売活動を推し進め、ま

た住宅性能評価書の全棟取得に加え、商品の更なるレベルアップとして、環境共生住宅システム認定取得、長期優

良住宅認定取得に積極的に取り組み、他社との差別化を図りながら安全で安心な高品質の住宅を提供し、市場認知

シェア拡大に取り組んでまいりました。 

 建築請負事業におきましても、期首に組織変更を行い、受注体制及び生産体制の強化を図ったことにより、順調

に収益拡大傾向を見せております。 

 また販売費及び一般管理費におきましても一定の水準を維持し、また財務面においても最適資金調達の基本方針

に沿って、積極的な土地仕入に必要な調達枠の拡大を図ってまいりました。 

 今後においても期初に掲げた「既存の経営資源を最大限に活用することで、事業シェアの拡大と収益の極大化を

目指す」という基本方針に則り、戸建分譲事業における在庫回転期間と在庫水準の維持、適正利益の確保、商品力

の強化、事業領域の整理・拡大、そして磐石な財務基盤の構築に努めてまいります。 

 このように、収益率、回転率及び品質を重視しながら積極的な販売活動を推し進めたことで、戸建住宅の販売戸

数が前年同期に対して増加したこと等により、当第３四半期連結会計期間の売上高は222億45百万円（前年同期比

63.6％増）となり、また上記の収益率の良化により、営業利益は23億65百万円（前年同期比167.7％増）、経常利

益は20億62百万円（前年同期比223.9％増）、四半期純利益は18億４百万円（前年同期比189.4％増）となり、いず

れも前年同期より大幅に改善しております。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①不動産分譲事業 

戸建住宅におきましては、前年同期と比較して販売戸数が284戸増加したこと等により、戸建住宅に係る不動産

販売高は195億26百万円（前年同期比96.7％増）となりました。また土地分譲及び建築条件付売地の土地に係る不

動産販売高は15億51百万円（前年同期比26.6％減）となりました。中高層住宅（マンション）については、完成物

件を前連結会計年度までに完売し、当第３四半期連結会計期間における販売実績はなく、結果として不動産分譲事

業全体の売上高は210億78百万円（前年同期比66.3％増）となりました。 

②建築請負事業 

建築請負事業におきましては、請負工事収入９億94百万円（前年同期比27.1％増）となりました。 

③不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業におきましては、賃貸収入１億４百万円（前年同期比2.7％増）となりました。 

④その他事業 

その他事業におきましては、不動産分譲事業等の周辺業務67百万円（前年同期比74.1％増）となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は750億78百万円となり、前連結会計年度末比で144億50百万円の増加と

なりました。これは主に、土地仕入の強化等によりたな卸資産が156億36百万円増加したこと等によるものであり

ます。 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は432億94百万円となり、前連結会計年度末比で100億27百万円の増加と

なりました。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金として借り入れた借入金が61億87百万円増加

したこと、仕入債務が34億30百万円増加したこと等によるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は317億83百万円となり、前連結会計年度末比で44億23百万円の増加

となりました。これは主に、剰余金の配当８億７百万円に対し、四半期純利益52億49百万円を計上したこと等によ

るものであります。 

  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の減

少、財務活動による資金の増加等により、第２四半期連結会計期間末に比べて８億58百万円減少し120億94百万円

となりました。当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりでありま

す。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益18億９百万円、仕入債務の増加額９億78百

万円等による増加があった一方で、たな卸資産の増加額41億80百万円等により10億43百万円の減少となりまし

た。前年同期と比較して、25百万円の増加であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入10億87百万円等により10億81百万円の

増加となりました。前年同期と比較して、11億70百万円の増加であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出５億95百万円、配当金の支払額３億15百

万円等により８億96百万円の減少となりました。前年同期と比較して、９億56百万円の減少であります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成23年１月期の連結業績予想につきまして、平成22年９月３日に公表いたしました通期の連結業績予想を修正

いたしました。なお、当該業績予想の修正の詳細につきましては本日公表の「業績予想及び配当予想の修正に関す

るお知らせ」をご参照下さい。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 会計処理基準に関する事項の変更 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半

期連結会計期間に着手した工事契約から、工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他

の工事で当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末においては工事進行基準を適用している工事がないため、これによる

売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

  

 表示方法の変更 

  （四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 

 前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「融資手数

料」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記しております。 

 なお、前第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「融資手数料」は77百万円であり

ます。  

当第３四半期連結会計期間  

 前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻

金」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返戻金」は０百万円であり

ます。 

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前第３四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示し

ておりました「配当金の支払額」は、重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記しており

ます。  

 なお、前第３四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「配

当金の支払額」は△１百万円であります。   

２．その他の情報

㈱東栄住宅(8875)　平成23年1月期　第3四半期決算短信

- 3 -



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年10月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,094 11,835

販売用不動産 9,636 4,956

仕掛販売用不動産 32,041 23,067

未成工事支出金 4,364 2,372

原材料及び貯蔵品 23 32

その他 2,675 2,071

流動資産合計 60,835 44,335

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,969 5,562

土地 9,234 10,647

その他 485 491

減価償却累計額 △1,573 △1,583

有形固定資産合計 13,116 15,118

無形固定資産 243 293

投資その他の資産   

投資有価証券 424 472

その他 483 432

貸倒引当金 △24 △24

投資その他の資産合計 882 879

固定資産合計 14,242 16,291

資産合計 75,078 60,627
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年10月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 10,121 6,691

短期借入金 26,385 21,550

1年内返済予定の長期借入金 1,243 343

未払法人税等 86 43

賞与引当金 191 24

その他 1,694 1,425

流動負債合計 39,721 30,078

固定負債   

長期借入金 2,260 1,808

退職給付引当金 740 737

役員退職慰労引当金 － 96

保証工事引当金 420 462

その他 150 84

固定負債合計 3,572 3,188

負債合計 43,294 33,267

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,809 7,809

資本剰余金 8,101 8,101

利益剰余金 15,713 11,271

自己株式 △40 △40

株主資本合計 31,583 27,141

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 189 218

評価・換算差額等合計 189 218

新株予約権 10 －

純資産合計 31,783 27,360

負債純資産合計 75,078 60,627
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 60,949 61,836

売上原価 54,412 50,146

売上総利益 6,536 11,689

販売費及び一般管理費 5,343 5,480

営業利益 1,192 6,209

営業外収益   

受取利息及び配当金 2 12

受取保険金 11 6

保険返戻金 29 3

消費税差額 9 －

補助金収入 － 9

その他 13 11

営業外収益合計 65 41

営業外費用   

支払利息 582 626

融資手数料 － 228

その他 133 39

営業外費用合計 716 894

経常利益 542 5,356

特別利益   

固定資産売却益 2 4

受取和解金 － 55

特別利益合計 2 59

特別損失   

固定資産売却損 11 23

減損損失 0 332

投資有価証券評価損 15 －

会員権評価損 1 －

その他 2 －

特別損失合計 32 355

税金等調整前四半期純利益 513 5,060

法人税、住民税及び事業税 25 58

法人税等調整額 △5 △247

法人税等合計 20 △188

四半期純利益 492 5,249
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（第３四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 13,601 22,245

売上原価 11,169 17,985

売上総利益 2,431 4,259

販売費及び一般管理費 1,548 1,894

営業利益 883 2,365

営業外収益   

受取利息及び配当金 1 2

受取保険金 6 2

保険返戻金 － 2

その他 0 3

営業外収益合計 9 10

営業外費用   

支払利息 175 221

融資手数料 74 89

その他 6 2

営業外費用合計 255 313

経常利益 636 2,062

特別利益   

固定資産売却益 2 1

特別利益合計 2 1

特別損失   

固定資産売却損 7 0

減損損失 － 255

その他 2 －

特別損失合計 10 255

税金等調整前四半期純利益 629 1,809

法人税、住民税及び事業税 10 19

法人税等調整額 △4 △14

法人税等合計 5 4

四半期純利益 623 1,804
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 513 5,060

減価償却費 234 220

引当金の増減額（△は減少） △199 128

受取利息及び受取配当金 △2 △12

支払利息 582 626

たな卸資産の増減額（△は増加） 20,583 △15,544

仕入債務の増減額（△は減少） △576 3,430

その他 △193 177

小計 20,941 △5,911

利息及び配当金の受取額 2 12

利息の支払額 △561 △660

法人税等の支払額 △47 △34

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,334 △6,593

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の売却による収入 350 1,412

無形固定資産の取得による支出 △204 △12

その他 △63 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー 82 1,389

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △10,817 6,954

長期借入金の返済による支出 △2,962 △767

配当金の支払額 － △716

その他 △1 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,780 5,464

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,635 259

現金及び現金同等物の期首残高 3,088 11,835

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,724 12,094
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 該当事項はありません。  

  

 〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年10月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年10月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

前第３四半期連結累計期間 

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地、中高層住宅、中古再生住宅の販売 

建築請負事業 ：注文住宅等の建築、建築請負工事 

不動産賃貸事業：不動産の賃貸 

その他事業  ：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務 

当第３四半期連結累計期間 

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地の販売 

建築請負事業 ：注文住宅等の建築、建築請負工事 

不動産賃貸事業：不動産の賃貸 

その他事業  ：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務等 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
不動産分譲

事業 
（百万円）

建築請負 
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他 
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高  12,678  782  101  39  13,601  －  13,601

営業利益  860  86  9  37  993  △110  883

  
不動産分譲

事業 
（百万円）

建築請負 
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他 
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高  21,078  994  104  67  22,245  －  22,245

営業利益  2,299  112  40  61  2,513  △148  2,365

  
不動産分譲

事業 
（百万円）

建築請負 
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他 
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高  58,765  1,730  307  144  60,949  －  60,949

営業利益又は営業損失（△）  1,283  93  △9  139  1,507  △314  1,192

  
不動産分譲

事業 
（百万円）

建築請負 
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他 
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高  57,525  3,803  326  181  61,836  －  61,836

営業利益  5,833  579  55  162  6,631  △422  6,209
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３．会計方針の変更 

前第３四半期連結累計期間 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準 第９号）を第１四

半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）に変更しております。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の不動産分譲事業にお

ける営業利益が365百万円減少しております。 

当第３四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。 

４．事業区分の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

 従来、建築請負事業は「その他事業」に含めておりましたが、当該事業区分の重要性が増したため、

第１四半期連結会計期間より「建築請負事業」として区分掲記しております。 

当第３四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。  

  

 〔所在地別セグメント情報〕 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成21年２月１日

至 平成21年10月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年10月31日）  

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。 

  

 〔海外売上高〕 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成21年２月１日

至 平成21年10月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年10月31日）  

 海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。   

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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生産、契約及び販売の状況  

(1）生産の実績 

（注）１．金額は販売価額により表示しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．従来、不動産分譲事業の土地は戸建住宅に含めておりましたが、当該項目の重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より

「土地」として区分掲記しております。この変更により、前第３四半期連結会計期間を変更後の区分に組み替えて表示しておりま

す。 

(2）契約の状況 

  

（注）１．金額は販売価額により表示しております。 
２．件数については、戸建住宅及び中高層住宅（マンション）は戸数、土地は区画数を表示しております。また、建築請負事業のその

他建築請負工事の件数は省略しております。 
３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．補足情報

事業 項目 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲事業 

戸建住宅 9,968 －  24,586 +146.6

土地 2,115 －  1,551 △26.6

小計 12,084 －  26,138 +116.3

建築請負事業 

建築請負工事 707 －  998 +41.2

その他建築請負工事 
（リフォーム等） 115 －  210 +82.5

小計 822 －  1,209 +47.0

合計 12,906 －  27,347 +111.9

事業 項目 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

契約高
前第３四半期連結会計期間末

契約残高 

件数 前年同期比
（％） 

金額
(百万円)

前年同期比
(％) 件数

前年同期比 
(％) 

金額 
(百万円)

前年同期比
(％) 

不動産分譲事業 

戸建住宅  421 － 13,972 － 321  － 11,544 －

土地  87 － 2,770 － 87  － 2,841 －

中高層住宅 
（マンション）  5 － 176 － －  － － －

小計  513 － 16,919 － 408  － 14,385 －

建築請負事業 

建築請負工事  98 － 1,371 － 128  － 1,783 －

その他建築請負工事 
（リフォーム等）  － － 186 － －  － 93 －

小計  98 － 1,557 － 128  － 1,876 －

合計  611 － 18,476 － 536  － 16,262 －

事業 項目 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

契約高
当第３四半期連結会計期間末

契約残高 

件数 前年同期比
(％) 

金額
(百万円)

前年同期比
(％) 件数

前年同期比 
(％) 

金額 
(百万円)

前年同期比
(％) 

不動産分譲事業 

戸建住宅  628 +49.2 21,516 +54.0 469 +  46.1  17,239 +49.3

土地  32 △63.2 867 △68.7 62  △28.7  1,679 △40.9

小計  660 +28.7 22,383 +32.3 531 +  30.1  18,918 +31.5

建築請負事業 

建築請負工事  58 △40.8 876 △36.1 163 +  27.3  2,204 +23.6

その他建築請負工事 
（リフォーム等）  － － 196 +5.8 －  －  76 △18.0

小計  58 △40.8 1,073 △31.1 163 +  27.3  2,280 +21.5

合計  718 +17.5 23,457 +27.0 694 +  29.5  21,199 +30.4
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(3）販売の実績 

（注）１．件数については、戸建住宅及び中高層住宅（マンション）は戸数、土地は区画数を表示しております。また、建築請負事業、不動

産賃貸事業及びその他事業の件数は省略しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

事業 項目 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

件数 前年同期比
(％) 

金額
(百万円)

前年同期比
(％) 件数

前年同期比 
(％) 

金額 
(百万円)

前年同期比
(％) 

不動産分譲事業 

不動産販売高   

戸建住宅  301 － 9,925 － 585 +  94.4 19,526 +96.7

土地  72 － 2,115 － 51  △29.2 1,551 △26.6

中高層住宅 
（マンション）  19 － 637 － －  △100.0 － △100.0

小計  392 － 12,678 － 636 +  62.2 21,078 +66.3

建築請負事業  － － 782 － －  － 994 +27.1

不動産賃貸事業  － － 101 － －  － 104 +2.7

その他事業  － － 39 － －  － 67 +74.1

合計  392 － 13,601 － 636 +  62.2 22,245 +63.6
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